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【事前評価】 
 

平成26年度建設事業評価（施設整備事業） 
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１．事業概要 
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■事業目的 

計画地 

拡大図 

吹田市 

地図出典 （C）Mapion地図データ （C)ZENRIN 

位置図 

○「府有建築物耐震化実施方針」に基づき、府立学校については平成２７年度末での耐震 
 化率１００％を目標として校舎等の耐震化を進めている。 
○本校舎は耐震診断の結果、耐震性能を示すＩｓ値が０．２２と低いため、耐震補強が必要な 
 箇所が非常に多くなり、また、鉄骨梁にアスベスト含有吹付材を使用しているため、吹付材 
 の除去範囲が広くなることから、改築（建て替え）に近い大規模な工事になる。 
○本校舎は昭和４９年の建築物で、築後４０年であるため、改築の目安の築６０年には早い 
 が、耐震改修と併せて長寿命化を図るために設備等の大規模な改修を行う場合（以下「耐 
 震・大規模改修」という。）、上記のとおり改築と同じことになり、仮設校舎も必要になる。 
○以上のことから、耐震・大規模改修を行うことが困難であり、将来的な財政負担も考慮して 
 現校舎を改築するものである。 



１．事業概要 
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■事業内容 

現校舎 新校舎 

建築年度 昭和４９年 平成３０年（予定） 

構造 鉄骨造 ４階建 鉄筋コンクリート造４階建 

面積 １１，９７２㎡ 約１０，１５３㎡ 

室数 ○管理室 ２５室 
 （職員室、事務室、校長室、保健室、進路指導室、  
 各教科準備室、司書室、会議室、生徒指導室、 
 印刷室、放送室、技師室、職員更衣室等） 

○普通教室 ３０室 
 （ホームルーム教室25室、展開教室5室） 

○特別教室 ２８室 
 （化学・生物・物理・地学実験室、化学・生物・物 
 理・地学、家庭科講義室、調理・被服教室、音楽・     
   書道・美術教室、社会科教室、図書室、視聴覚教   
   室、第1LAN教室。第2LAN教室等） 

○その他 
 （下足室、トイレ、エレベーター、倉庫） 

○管理室 ２５室 
 （職員室、事務室、校長室、保健室、進路指導室、  
 各教科準備室、司書室、会議室、生徒指導室、 
 印刷室、放送室、技師室、職員更衣室等） 

○普通教室 ２７室 
 （ホームルーム教室24室、展開教室3室） 

○特別教室 ２７室 
 （化学・生物・物理・地学実験室、化学・生物・物 
 理・地学講義室、調理・被服教室、音楽・書道・美 
 術教室、社会科教室、図書室、視聴覚教室、第 
 1LAN教室。第2LAN教室等） 

○その他 
 （下足室、トイレ、エレベーター、倉庫） 

学級数 １２クラス×３学年＝３６クラス（建
設当初） 
（現在は８＋８＋９＝２５クラス） 

８クラス×３学年＝２４クラス 



１．事業概要 
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■事業内容 

建替予定校舎《新校舎》 
 ・鉄筋コンクリート造４階建 
 ・１０，１５３㎡    

 
仮設校舎建設予定地 

平面図 



１．事業概要 

仮設校舎 
建設予定地 

現況写真 

■現況 
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１．事業概要 

■事業費 
 
 【全体事業費】 約４７億円（全額府費） 
  ○内訳：調査費等 約２億円、工事費 約４５億円（撤去費含む） 
   
 【工事費】約４５億円 
  ○内訳：現校舎のアスベスト除去、校舎撤去工事 約８億円 

       新校舎建築工事費 約３７億円  
  
 ※事業費は現在の計画面積を基に積算した概算額 
 
■今後の事業費変動要因の予測 
  
 建築資材価格の変動、労務単価の変動。 
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２．上位計画等における位置付け 

■府有建築物耐震化実施方針（平成１９年３月策定）［抜粋］ 

○目的 
  大阪府は、平成１８年１２月に｢大阪府住宅･建築物耐震10ヵ年戦略プラン｣（耐震改修促進

計画）を策定し、民間建築物及び公共建築物の耐震化の目標や必要な施策等を明らかにす
るとともに、府有建築物については、耐震化への取組みの基本的な考え方を示した。 

  本方針は、この基本的考え方を踏まえ、より具体的な目標や耐震化事業の進め方などを示
すもので、今後、この方針に基づき計画的かつ効率的に府有建築物の耐震化に取り組む。 

○耐震化対策の対象とする府有建築物 

  昭和５６年以前の旧耐震基準に基づき建設された特定建築物及び特定建築物に準じた建
築物（準特定建築物）の内、現行の耐震基準と同等の耐震性能を有しない建築物 

  ※災害時に重要な機能を果たす建築物（庁舎・警察・病院等）、府立学校、府営住宅、他 
○耐震化の進め方（基本的な考え方） 

  長期的な活用を図る建築物については、耐震改修で、老朽化や機能面等から長期的活用
が難しい建築物については、複数施設の合築・集約化の検討を行い、建替え等により耐震化
を推進する。 

○耐震化の目標 
 （１）計画期間 ： 平成１８年度から平成２７年度までの１０年間 
 （２）耐震化率 ： 府有建築物全体９０％以上（ただし、府立学校は１００％） 
※府立学校の耐震化率（平成２６年４月１日現在）  
  全体 ９２．９％（高等学校９３．６％、支援学校 ８８．９％） 

■優先度 

 耐震化を図るために改築が必要となるのは、本校と成城高等学校の２校のみであり、優先
度は高い 7 



３．建替えの必要性 
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【理由１】学校としての必要性 

 
○「大阪府立高等学校・大阪市立高等学校再編整備計画」では、生徒数の変動など 
 社会動向の変化を踏まえて、平成２６年度から平成３０年度の間に行う、複数校の 
 統合、学科等の改編、課程の設置及び廃止等について定めている。 

 
○本計画の中で、平成３０年度までの５年間で、府立高校・市立高校あわせて７校程 
 度の募集停止を行うこととしている。 
 
○この募集停止を行う７校の中には、吹田東高校は含まない。 
 
○また、本校の在校生のうち、３５％が吹田市、３５％が茨木市から通学しており、自 
 転車通学者が約８割で、周辺地域からの通学生が多い。 
 
○両市では人口増加傾向が続いており、将来的に若年人口が減少していく中でも、 

 本校への入学希望者数が多い状況は続くと見込まれる。 



３．建替えの必要性 

※吹田東高校応募倍率（平成２１～２６年入学生）    
  参考：平成２６年度の平均１．２３倍（吹田東と同地域（旧１学区の普通校） 
 
 
 
 
※人口の推移（過去４０年） 
 
 
 
 
 
※年齢別人口 
 

 
 
 

昭和４８年 昭和５８年 平成５年 平成１５年 平成２５年 

吹田市 ２８０，５７３人 ３４０，５６３人 ３３６，９４３人 ３５０，４８３人 ３５９，６８９人 

茨木市 １９２，３８６人 ２４５，１２７人 ２５４，８９７人 ２６４，１１７人 ２７８，０７７人 

平成２１年 平成２２年 平成２３年 平成２４年 平成２５年 平成２６年 

１．３６ １．１１ １．１５ １．２８ １．２１ １．４０ 
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０～４歳 ５～９歳 １０～１４歳 時点 

吹田市 １７，０１５人 １７，１６１人 １７，８８６人 H25.9.30 

茨木市 １３，７１５人 １３，９３９人 １４，３０３人 H26.6.30 



３．建替えの必要性 
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【理由２】耐震改修の困難さ 

 
○本校舎は耐震診断の結果、耐震性能を示すＩｓ値が０．２２と低いため、耐震補強を
行う場合、耐震ブレースの設置や柱脚の補強箇所が非常に多くなる。 

 
○本校舎は鉄骨梁にアスベスト含有吹付材を使用しているため、広範囲にわたって
吹付材を除去する必要があるが、この場合、天井や壁など建物の大部分を撤去す
る大規模な工事が必要となり、改築（建て替え）並みの費用がかかる。 

 
 

   
○また、耐震補強を行う場合、教室等の内側にも耐震ブレースを設置することなどか
ら、教室面積の減少や扉の位置の変更など工事後の学習環境の悪化につながる
おそれがある。 

 
（次ページ図参照） 

改築４７億円⇔耐震・大規模改修４４億円（Ｐ．１４参照） 



３．建替えの必要性 
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【理由２】耐震改修の困難さ 
 

※参考：耐震補強箇所とアスベスト除去エリア 

基礎補強部分 
（１階のみ） 

耐震ブレース アスベスト除去 
エリア 

※耐震ブレースの設置箇所は、1階から4階までほぼ同じ。 



３．建替えの必要性 

【理由３】長寿命化（大規模改修）の困難さ 

 

○本校舎は昭和４９年の建築物で、築後４０年であるため、老朽化が進んでいるもの 
 の、これまで改築の目安としてきた築６０年には早いと言える。 
 
○しかし、耐震改修と併せて、長寿命化を図るために設備等の大規模な改修を行う 

 場合、「【理由２】耐震改修の困難さ」のとおり、改築（建て替え）並みの工事と費用 
 が必要になる。 

※老朽化対策の基本的な考え方 
 （「府立学校施設の老朽化対策 基本的な考え方（Ｈ２５．２施設財務課）」より） 
  ・現時点で築年数３１年から５０年の施設は、これまでの保全状況も相まって築年数以上 
  に老朽化が進展している施設もある。このような場合、施設の状況によっては、早期に 
  改築したほうが有利なものもあることから、施設の全てを一律に長寿命化することは合 
  理的でないため、改修及び改築の組み合わせにより行う。 
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３．建替えの必要性 

【理由４】将来的な財政負担の増嵩 

 
○本校の場合、学校の敷地内に新たに校舎を建設できる空地がないため、校舎を 
 改築する場合であっても、耐震・大規模改修を行う場合であっても、仮設校舎が必 
 要になる。 
 
○今回、改築せずに、耐震・大規模改修を行い、将来（３０年後）、改築することとした 
 場合、その時点で、再び、仮設校舎を使用する必要が生じ、高額なリース料が発生 
 して財政的に大きな負担となる。 

※仮設校舎リース料 約１６億円（平成２７年７月～平成３１年３月） 
  →Ｐ．１４  耐震改修との比較検討 参照 

13 



３．建替えの必要性（耐震改修との比較検討） 
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○今回、校舎を改築する場合（Ａ案）と、耐震・大規模改修した上で３０年後に改
築する場合（Ｂ案）の比較 

トータルコストで見た場合、校舎を耐震・大規模改修をするよりも、今
回、改築する方が安価。 

  Ａ案 Ｂ案 

  校舎を改築する 校舎を耐震・大規模改修した上で３０年後に改築
する 

仮設校舎リース【①】 １６億円 １６億円 

アスベスト除去  ６億円  ６億円 

耐震改修 ―  ４億円 

大規模改修 ―  ３４億円 

仮設校舎リース【②】 ― ※３０年後（１６億円） 

現校舎撤去  ２億円 ※３０年後（２億円） 

新校舎建設 ３９億円 ※３０年後（３９億円） 

当面の費用 ６３億円 ６０億円 

トータルコスト ６３億円 １１７億円 ※３０年後の５７億円を加算 

４７億円 

４４億円 



４．事業効果 
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【効果項目】 
 耐震性のない校舎を改築することで、生徒の安全・安心を確保することができ、 
 同時に、学習環境が大きく改善される。 
 
【受益者】 
 在校生・教職員、保護者、府立高校進学予定者 

■事業の投資効果 

府立高等学校の改築に係る投資効果を分析する手法は確立されていない。 

■事業効果の定性的分析 



【予定年度】 現校舎 新校舎 

平成26年度 
  
 
平成27年度 
 
平成28年度  
 
平成29年度 
 
平成30年度  
 
平成31年度  

校舎撤去・アスベスト除去 
基本・実施設計 
（仮設校舎建設） 

アスベスト除去・校舎撤去工
事（27年～28年上半期） 
校舎撤去完了 

基本計画 
  
 
基本設計・実施設計 
（27年～28年上半期） 
建築工事着工（下半期） 
 
 
 
建築工事完了 
 
使用開始 

環境整備工事完了 

５．事業段階ごとの進捗予定 
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６．対応方針（原案） 
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事業実施 
＜判断の理由＞ 

【１】学校として必要である 
 ・ 「大阪府立高等学校・大阪市立高等学校再編整備計画」において、平成３０年 
  度までの５年間で募集停止を行う７校の中には、吹田東高校は含まない。 
 ・ 本校は周辺地域からの通学生が多く、入学希望者数が多い状況については将 

  来的にも続くと見込まれる。 
【２】耐震改修の実施が困難である。 
 ・ 耐震補強に必要な箇所が非常に多く、アスベスト含有吹付材の除去範囲も広 
  いため、改築並みの大規模な改修工事になる。 

 ・ 教室等の内側にも耐震ブレースを設置することで、工事後の学習環境の悪化 
  につながるおそれがある。 
 ・ 大規模な工事となるため、改修であっても仮設校舎が必要になる。 
【３】長寿命化（大規模改修）の実施が困難である。 
 ・ 耐震改修と併せて長寿命化を図るための設備等の大規模な改修を行う場合、 
  【２】のとおり、改築並みの大規模な工事になる。 

 ・ 長寿命化を図っても３０年後には改築することになり、再度、仮設校舎をリース 
  する必要が生じ、高額なリース料が発生する。 
 
○以上のことを勘案し、今回、建替えることが最善であると考える。 


